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(57)【要約】
【課題】モアレをより確実に抑制可能であり異なる種類
の液晶パネルに併用可能な光拡散板、光拡散板を含む面
光源装置及び液晶表示装置並びに光拡散板及び液晶表示
装置の製造方法を提供する。
【解決手段】光拡散板５０は、液晶パネルの入射面側に
設けられる光拡散板であり、第１の方向に延在する複数
の光学要素部５３が第１の方向に直交する第２の方向に
ピッチＰｌで並列配置されており、液晶パネルの第２の
方向の画素ピッチをＬ／Ｎ（＝Ｐｐ）（Ｌは液晶パネル
の第２の方向の幅、Ｎは１０８０又は７６８）、第２の
方向における周期構造に基づくモアレのピッチをＰｍ１
＝Ｐｐ・Ｐｌ／|Ｐｐ－Ｐｌ|及びＰｍ２＝０．５Ｐｐ・
Ｐｌ／|０．５Ｐｐ－Ｐｌ|としたとき、Ｐｌは、Ｎが１
０８０及び７６８に対して、Ｐｍ１＜１５００μｍ又は
Ｐｍ１≧１００００μｍであり且つＰｍ２＜１５００μ
ｍ又はＰｍ２≧１００００μｍであることを満たす値で
ある。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶パネルの入射面側に設けられる光拡散板であって、
　前記液晶パネル側の第１の面及び前記第１の面と対向する第２の面の少なくとも一方に
形成される複数の光学要素部を備え、
　各前記光学要素部は前記液晶パネルの長辺方向である第１の方向に延在しており、
　複数の前記光学要素部は前記第１の方向に略直交する第２の方向に並列配置されており
、
　複数の前記光学要素部の前記第２の方向のピッチをＰｌ[μｍ]とし、前記液晶パネルの
前記第２の方向の幅をＬ[μｍ]とし、前記液晶パネルが有する複数の画素の前記第２の方
向の画素ピッチをＬ／Ｎ[μｍ]（ただし、Ｎは１０８０又は７６８であり、Ｌ／Ｎ≠Ｐｌ

であり、０．５（Ｌ／Ｎ）≠Ｐｌである）とし、複数の前記光学要素部及び複数の前記画
素の前記第２の方向における周期構造に基づくモアレのモアレピッチをＰｍ１[μｍ]及び
Ｐｍ２[μｍ]とし、Ｐｍ１及びＰｍ２をそれぞれ式（１）及び式（２）で表したとき、
　前記Ｐｌは、
　前記Ｎが１０８０及び７６８のいずれの値に対しても、
　前記Ｐｍ１がＰｍ１＜１５００μｍ又はＰｍ１≧１００００μｍであり、かつ、
　前記Ｐｍ２がＰｍ２＜１５００μｍ又はＰｍ２≧１００００μｍである、
ことを満たす値である、
光拡散板。
【数１】

【数２】

【請求項２】
　前記光学要素部は凸部である、請求項１に記載の光拡散板。
【請求項３】
　液晶パネルへ光を供給する面光源装置であって、
　前記液晶パネルへの照明光を出力する光源部と、
　前記光源部と前記液晶パネルとの間に設けられる請求項１又は２に記載の光拡散板と、
を備える面光源装置。
【請求項４】
　長辺方向に直交する方向の画素数が１０８０又は７６８である液晶パネルと、
　前記液晶パネルへの照明光を出力する光源部と
　前記光源部と前記液晶パネルとの間に設けられる光拡散板と、
を備え、
　前記光拡散板は、前記液晶パネル側の第１の面及び前記第１の面と対向する第２の面の
少なくとも一方に形成される複数の光学要素部を備え、
　各前記光学要素部は前記液晶パネルの前記長辺方向である第１の方向に延在しており、
　複数の前記光学要素部は前記第１の方向に略直交する第２の方向に並列配置されており
、
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　複数の前記光学要素部の前記第２の方向のピッチをＰｌ[μｍ]とし、前記液晶パネルの
前記第２の方向の幅をＬ[μｍ]とし、前記液晶パネルが有する複数の画素の前記第２の方
向の画素ピッチをＬ／Ｎ[μｍ]（ただし、Ｎは１０８０又は７６８であり、Ｌ／Ｎ≠Ｐｌ

であり、０．５（Ｌ／Ｎ）≠Ｐｌである）とし、複数の前記光学要素部及び複数の前記画
素の前記第２の方向における周期構造に基づくモアレのモアレピッチをＰｍ１[μｍ]及び
Ｐｍ２[μｍ]とし、Ｐｍ１及びＰｍ２をそれぞれ式（３）及び式（４）で表したとき、
　前記Ｐｌは、
　前記Ｎが１０８０及び７６８のいずれの値に対しても、
　前記Ｐｍ１がＰｍ１＜１５００μｍ又はＰｍ１≧１００００μｍであり、かつ、
　前記Ｐｍ２がＰｍ２＜１５００μｍ又はＰｍ２≧１００００μｍである、
ことを満たす値である、
液晶表示装置。
【数３】

【数４】

【請求項５】
　前記液晶パネルと前記光拡散板との間に、少なくとも一枚の光学フィルムを含む光学フ
ィルム部を更に備え、
　前記光学フィルム部のヘイズ値Ｈ（％）が、９５≦Ｈ≦９９．９を満たす、請求項４記
載の液晶表示装置。
【請求項６】
　液晶パネルの入射面側に設けられる光拡散板であり前記液晶パネルの長辺方向である第
１の方向に延在する複数の光学要素部が前記第１の方向に直交する第２の方向に並列配置
された面を有する前記光拡散板を製造する方法であって、
　複数の前記光学要素部の前記第２の方向に対するピッチＰｌ[μｍ]を設計する設計工程
と、
　前記設計工程に基づいて設計された前記Ｐｌに基づいて、複数の前記光学要素部を、透
過性を有しており前記光拡散板となる板状体の一面に形成して前記光拡散板を製造する製
造工程と、
を備え、
　前記設計工程では、前記液晶パネルに対して前記光拡散板を配置する場合に、前記液晶
パネルの前記第２の方向の幅をＬ[μｍ]とし、前記液晶パネルが有する複数の画素の前記
第２の方向の画素ピッチをＬ／Ｎ[μｍ]（ただし、Ｎは１０８０又は７６８であり、Ｌ／
Ｎ≠Ｐｌであり、０．５（Ｌ／Ｎ）≠Ｐｌである）とし、複数の前記光学要素部及び複数
の前記画素の前記第２の方向における周期構造に基づくモアレのモアレピッチをＰｍ１[
μｍ]及びＰｍ２[μｍ]とし、Ｐｍ１及びＰｍ２をそれぞれ式（５）及び式（６）で表し
たとき、
　前記Ｐｌを、前記Ｎが１０８０及び７６８のいずれの値に対しても、
　前記Ｐｍ１がＰｍ１＜１５００μｍ又はＰｍ１≧１００００μｍであり、かつ、
　前記Ｐｍ２がＰｍ２＜１５００μｍ又はＰｍ２≧１００００μｍである、
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光拡散板の製造方法。
【数５】

【数６】

【請求項７】
　前記製造工程は、
　押出成形により前記板状体としての樹脂シートを作製するシート作製工程と、
　前記樹脂シートの一面に、前記設計工程で設計された前記ピッチＰｌで配置される複数
の前記光学要素部と反対の型を転写型として有するロールを押圧して前記転写型を前記一
面に転写する転写工程と、
　前記転写型が転写され複数の前記光学要素部が前記一面に形成された前記樹脂シートの
所定領域を切り出して前記光拡散板とする光拡散形成工程と、
を有する、
請求項６に記載の光拡散板の製造方法。
【請求項８】
　第１の方向に延在する複数の光学要素部が前記第１の方向に直交する第２の方向に並列
配置された面を有する光拡散板を設計する工程であって、複数の前記光学要素部の前記第
２の方向に対するピッチＰｌ[μｍ]を設計する設計工程と、
　前記設計工程に基づいて設計された前記Ｐｌに基づいて、複数の前記光学要素部を、透
過性を有しており前記光拡散板となる板状体の一面に形成して前記光拡散板を製造する製
造工程と、
　前記製造工程で製造された前記光拡散板を、液晶パネルと光源部との間に前記第１の方
向が前記液晶パネルの長辺方向に一致するように配置して液晶表示装置を組み立てる組立
て工程と、
を備え、
　前記液晶パネルの前記第２の方向の画素数が１０８０又は７６８であり、　
　前記設計工程では、前記液晶パネルの前記第２の方向の幅をＬ[μｍ]とし、前記液晶パ
ネルが有する複数の画素の前記第２の方向の画素ピッチをＬ／Ｎ[μｍ]（ただし、Ｎが１
０８０又は７６８であり、Ｌ／Ｎ≠Ｐｌであり、０．５（Ｌ／Ｎ）≠Ｐｌである）とし、
複数の前記光学要素部及び複数の前記画素の前記第２の方向における周期構造に基づくモ
アレのモアレピッチをＰｍ１[μｍ]及びＰｍ２[μｍ]とし、Ｐｍ１及びＰｍ２をそれぞれ
式（７）及び式（８）で表したとき、
　前記Ｐｌを、前記Ｎが１０８０及び７６８のいずれの値に対しても、
　前記Ｐｍ１がＰｍ１＜１５００μｍ又はＰｍ１≧１００００μｍであり、かつ、
　前記Ｐｍ２がＰｍ２＜１５００μｍ又はＰｍ２≧１００００μｍである、
ことを満たす値として決定する、
液晶表示装置の製造方法。
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【数７】

【数８】

【請求項９】
　前記組立て工程では、前記液晶パネルと前記光拡散板との間に、少なくとも一枚の光学
フィルムを含む光学フィルム部を更に配置し、
　前記光学フィルム部のヘイズ値Ｈ（％）が、９５≦Ｈ≦９９．９を満たす、
請求項８記載の液晶表示装置の製造方法。
【請求項１０】
　前記製造工程は、
　押出成形により前記板状体としての樹脂シートを作製するシート作製工程と、
　前記樹脂シートの一面に、前記設計工程で設計された前記ピッチＰｌで配置される複数
の前記光学要素部と反対の型を転写型として有するロールを押圧して前記転写型を前記一
面に転写する転写工程と、
　前記転写型が転写され複数の前記光学要素部が前記一面に形成された前記樹脂シートの
所定領域を切り出して前記光拡散板とする光拡散形成工程と、
を有する、
請求項８又は９に記載の液晶表示装置の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光拡散板及び光拡散板の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　液晶ディスプレイ等といった透過型ディスプレイ（透過型画像表示装置）のバックライ
トユニットにはＣＣＦＬ等の線状光源、ＬＥＤ等の点状光源が使用され、光拡散板で光を
拡散することで面状の光に転換している。拡散剤粒子の光散乱を利用する方式の光拡散板
が従来使用されてきたが、近年、ランプ本数削減による低コスト化・低消費電力化や薄型
化の要求に応えるため、レンズやプリズム等の光学要素部を表面賦形した光拡散板が使用
されるようになってきた。このような賦形拡散板には複数の光学要素部が互いに略平行に
並置されるので、周期的構造を持つ。一方、液晶パネルも複数の画素が一定間隔で配列さ
れているので、周期的構造を持つ。周期的構造をもつ賦形拡散板を、周期的構造を持つ液
晶パネルに対して併用すると、両者の幅(ピッチ)の関係でモアレが発生する場合がある。
数ｍｍ周期のモアレが発生すると人間の目に認識されやすいため、ディスプレイの表示品
位が著しく低下する問題がある。
【０００３】
　このようなモアレを防止する技術として、例えば、特許文献１に記載されている技術が
知られている。特許文献１に記載の技術では、光拡散板と共に、拡散フィルムを併用し、
光拡散板に形成されている光学要素部（凸部）のピッチを、画素ピッチ、拡散フィルムの
ヘイズ及び全光線透過率に基づいて最適化することで、モアレ発生の抑制を図っている。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－１１２９２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、例えば、特許文献１で定式化された式に従わずにモアレが発生する場合
があった。また、従来、ＦＨＤ（Full High Definition)液晶パネルやＷＸＧＡ(Wide eXt
endedGraphics Array)液晶パネルなどの異なる種類の液晶パネルに対しては画素数が異な
るので、液晶パネルのサイズが同じでも、各種類の液晶パネルに対して光拡散板を準備す
る必要があった。そのため、異なる種類の液晶パネルに対して共通して使用できる光拡散
板が望まれていた。
【０００６】
　そこで、本発明は、モアレをより確実に抑制可能であり、種類の異なる液晶パネルに併
用可能な光拡散板、光拡散板を含む面光源装置、光拡散板を含む液晶表示装置、光拡散板
の製造方法及び液晶表示装置の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る光拡散板は、液晶パネルの入射面側に設けられる光拡散板であって、液晶
パネル側の第１の面及び第１の面と対向する第２の面の少なくとも一方に形成される複数
の光学要素部を備える。各光学要素部は液晶パネルの長辺方向である第１の方向に延在し
ており、複数の光学要素部は第１の方向に略直交する第２の方向に並列配置されている。
そして、複数の光学要素部の第２の方向のピッチをＰｌ[μｍ]とし、液晶パネルの第２の
方向の幅をＬ[μｍ]とし、液晶パネルが有する複数の画素の第２の方向の画素ピッチをＬ
／Ｎ[μｍ]（ただし、Ｎが１０８０又は７６８であり、Ｌ／Ｎ≠Ｐｌであり、０．５（Ｌ
／Ｎ）≠Ｐｌである）とし、複数の光学要素部及び複数の画素の第２の方向における周期
構造に基づくモアレのモアレピッチをＰｍ１[μｍ]及びＰｍ２[μｍ]とし、Ｐｍ１及びＰ

ｍ２をそれぞれ式（１）及び式（２）で表したとき、上記Ｐｌは、Ｎが１０８０及び７６
８のいずれの値に対しても、Ｐｍ１がＰｍ１＜１５００μｍ又はＰｍ１≧１００００μｍ
であり、かつ、Ｐｍ２がＰｍ２＜１５００μｍ又はＰｍ２≧１００００μｍである、こと
を満たす値である。
【数１】

【数２】

【０００８】
　上記光拡散板を、第２の方向の画素ピッチが（Ｌ／Ｎ）で配置された画素を含む液晶パ
ネルに対して使用した場合、Ｐｍ１で表されるモアレピッチが１５００μｍ未満又は１０
０００μｍ以上となる。そのため、画素ピッチ（Ｌ／Ｎ）とピッチＰｌの周期構造とで生
じるモアレが視認しにくくなっている。また、本発明者らは、液晶パネルが有する画素の
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画素ピッチ（Ｌ／Ｎ）を周期とした周期構造と光学要素部のピッチＰｌを周期とした周期
構造とによるモアレ以外に、画素ピッチ（Ｌ／Ｎ）の１／２を周期とするモアレが発生す
る場合があることを見いだした。このモアレのピッチは式（２）であらわされる。そして
、本発明に係る上記光拡散板では、Ｐｌは、Ｐｍ２も１５００μｍ未満又は１００００μ
ｍ以上とする値であるので、画素ピッチの１／２を周期とするモアレも視認しにくい。従
って、上記光拡散板を使用することで、より確実にモアレが見えにくくなっている。
【０００９】
　また、光学要素部のピッチＰｌを規定するための画素ピッチ（Ｌ／Ｎ）中のＮは１０８
０又は７６８である。そして、ピッチＰｌは、Ｎが１０８０及び７６８のいずれにおいて
も、Ｐｍ１及びＰｍ２が上記条件を満たすように決定されている。従って、ピッチＰｌで
光学要素部が並列配置された光拡散板は、第２の方向の画素ピッチがＬ／１０８０である
液晶パネルと組み合わせても、第２の方向の画素ピッチがＬ／７６８である液晶パネルと
組み合わせてもモアレが視認されにくい状態を実現できることになる。すなわち、光拡散
板は、一定の幅Ｌを有する液晶パネルであれば、種類（例えば、ＦＨＤやＷＸＧＡ）の異
なる２つの液晶パネルに対して併用しながら、モアレをより確実に低減可能である。
【００１０】
　本発明に係る光拡散板では、上記光学要素部は凸部である、とすることができる。
【００１１】
　本発明に係る面光源装置は、液晶パネルへ光を供給する面光源装置であって、液晶パネ
ルへの照明光を出力する光源部と、光源部と液晶パネルとの間に設けられる本発明に係る
光拡散板と、を備える。
【００１２】
　この面光源装置では、光源部から出力された光は、光拡散板を通過して液晶パネル側に
出力される。光拡散板の液晶パネル側の面には、複数の光学要素部が形成されているので
、光拡散板の出射時に種々の方向に出射されやすい。これにより、光源部からの光が面状
の光として液晶パネルに照射されることになる。また、面光源装置が有する光拡散板が、
上述した本発明に係る光拡散板であるので、第２の方向の画素ピッチがＬ／１０８０であ
る液晶パネルと組み合わせても、第２の方向の画素ピッチがＬ／７６８である液晶パネル
と組み合わせてもモアレが視認されにくい状態を実現できる。
【００１３】
　本発明に係る液晶表示装置は、長辺方向に直交する方向の画素数が１０８０又は７６８
である液晶パネルと、液晶パネルへの照明光を出力する光源部と、光源部と液晶パネルと
の間に設けられる光拡散板と、を備える。上記光拡散板は、液晶パネル側の第１の面及び
第１の面と対向する第２の面の少なくとも一方に形成される複数の光学要素部を備え、各
光学要素部は液晶パネルの長辺方向である第１の方向に延在しており、複数の光学要素部
は前記第１の方向に略直交する第２の方向に並列配置されている。複数の光学要素部の第
２の方向のピッチをＰｌ[μｍ]とし、液晶パネルの第２の方向の幅をＬ[μｍ]とし、液晶
パネルが有する複数の画素の第２の方向の画素ピッチをＬ／Ｎ[μｍ]（ただし、Ｎが１０
８０又は７６８であり、Ｌ／Ｎ≠Ｐｌであり、０．５（Ｌ／Ｎ）≠Ｐｌである）とし、複
数の光学要素部及び複数の画素の第２の方向における周期構造に基づくモアレのモアレピ
ッチをＰｍ１[μｍ]及びＰｍ２[μｍ]とし、Ｐｍ１及びＰｍ２をそれぞれ式（３）及び式
（４）で表したとき、上記Ｐｌは、Ｎが１０８０及び７６８のいずれの値に対しても、Ｐ

ｍ１がＰｍ１＜１５００μｍ又はＰｍ１≧１００００μｍであり、かつ、Ｐｍ２がＰｍ２
＜１５００μｍ又はＰｍ２≧１００００μｍである、ことを満たす値である。
【数３】
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【数４】

【００１４】
　この液晶表示装置では、光源部から出力された光は、光拡散板を通過して液晶パネル側
に出力される。光拡散板の液晶パネル側の面には、複数の光学要素部が形成されているの
で、光拡散板の出射時に種々の方向に出射されやすい。これにより、光源部からの光が面
状の光として液晶パネルに照射されることになる。
【００１５】
　また、液晶表示装置が有する光拡散板のピッチＰｌは、Ｐｍ１で表されるモアレピッチ
が１５００μｍ未満又は１００００μｍ以上となる値であるので、画素ピッチ（Ｌ／Ｎ）
とピッチＰｌの周期構造とで生じるモアレが視認しにくくなっている。また、光拡散板の
光学要素部のピッチＰｌは、Ｐｍ２で表されるモアレピッチも１５００μｍ未満又は１０
０００μｍ以上とする値であるので、画素ピッチ（Ｌ／Ｎ）の１／２を周期とするモアレ
も視認しにくい。従って、液晶表示装置では、より確実にモアレが見えにくくなっている
。
【００１６】
　更に、光学要素部のピッチＰｌを規定するための画素ピッチ（Ｌ／Ｎ）中のＮは、１０
８０又は７６８である。そして、Ｐｌは、Ｎが１０８０及び７６８のいずれにおいても、
Ｐｍ１及びＰｍ２が上記条件を満たすように決定されている。従って、光学要素部がピッ
チＰｌで並列配置された光拡散板は、第２の方向の画素ピッチがＬ／１０８０である液晶
パネルと組み合わせても、第２の方向の画素ピッチがＬ／７６８である液晶パネルと組み
合わせてもモアレが視認されにくい状態を実現できる。
【００１７】
　すなわち、上記液晶表装置では、第２の方向の幅Ｌを有する液晶パネルであれば、同じ
光拡散板に対して、第２の方向の画素数が１０８０の液晶パネル（例えばＦＨＤ液晶パネ
ル）又は第２の方向の画素数が７６８の液晶パネル（例えばＷＸＧＡ液晶パネル）を組み
合わせてもモアレをより確実に低減可能な構成となっている。
【００１８】
　本発明に係る上記液晶表示装置は、液晶パネルと光拡散板との間に、少なくとも一枚の
光学フィルムを含む光学フィルム部を更に備えることができる。この光学フィルム部のヘ
イズ値Ｈ（％）は、９５≦Ｈ≦９９．９を満たす。
【００１９】
　この場合、ヘイズ値Ｈが上記条件を満たす光学フィルムが液晶パネルと光拡散板との間
に設けられているので、モアレが更に視認されにくくなる。
【００２０】
　本発明に係る光拡散板の製造方法は、液晶パネルの入射面側に設けられる光拡散板であ
り液晶パネルの長辺方向である第１の方向に延在する複数の光学要素部が第１の方向に直
交する第２の方向に並列配置された面を有する光拡散板を製造する方法であって、複数の
光学要素部の第２の方向に対するピッチＰｌ[μｍ]を設計する設計工程と、設計工程に基
づいて設計された上記Ｐｌに基づいて、複数の光学要素部を、透過性を有しており光拡散
板となる板状体の一面に形成して光拡散板を製造する製造工程と、を備える。上記設計工
程では、液晶パネルに対して光拡散板を配置する場合に、液晶パネルの第２の方向の幅を
Ｌ[μｍ]とし、液晶パネルが有する複数の画素の第２の方向の画素ピッチをＬ／Ｎ[μｍ]
（ただし、Ｎが１０８０又は７６８であり、Ｌ／Ｎ≠Ｐｌであり、０．５（Ｌ／Ｎ）≠Ｐ

ｌである）とし、複数の光学要素部及び複数の画素の第２の方向における周期構造に基づ
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くモアレのモアレピッチをＰｍ１[μｍ]及びＰｍ２[μｍ]とし、Ｐｍ１及びＰｍ２をそれ
ぞれ式（５）及び式（６）で表したとき、上記Ｐｌを、Ｎが１０８０及び７６８のいずれ
の値に対しても、Ｐｍ１がＰｍ１＜１５００μｍ又はＰｍ１≧１００００μｍであり、か
つ、Ｐｍ２がＰｍ２＜１５００μｍ又はＰｍ２≧１００００μｍである、ことを満たす値
として決定する。
【数５】

【数６】

【００２１】
　上記製造方法では、使用する液晶パネルの画素ピッチ（Ｌ／Ｎ）に対して式（５）及び
式（６）を利用してピッチＰｌを設計する。そして、その設計値に基づいて、光拡散板を
製造する。そのため、製造された光拡散板を、第２の方向の画素ピッチが（Ｌ／Ｎ）で配
置された画素を含む液晶パネルに対して使用した場合、Ｐｍ１で表されるモアレピッチが
１５００μｍ未満又は１００００μｍ以上となる。そのため、画素ピッチ（Ｌ／Ｎ）とピ
ッチＰｌの周期構造とで生じるモアレが視認しにくくなっている。また、上記製造方法で
製造された光拡散板では、Ｐｍ２で表されるモアレピッチも１５００μｍ未満又は１００
００μｍ以上となるようにＰｌの値が決まっているので、画素ピッチ（Ｌ／Ｎ）の１／２
を周期とするモアレも視認しにくい。従って、上記方法により、液晶パネルと組み合わせ
ても、より確実にモアレが見えにくい光拡散板を製造できる。
【００２２】
　また、光学要素部のピッチＰｌを規定するための画素ピッチ（Ｌ／Ｎ）中のＮは１０８
０又は７６８である。そして、ピッチＰｌは、Ｎが１０８０及び７６８のいずれにおいて
も、Ｐｍ１及びＰｍ２が上記条件を満たすように決定されている。従って、光学要素部が
ピッチＰｌで並列配置された光拡散板は、第２の方向の画素ピッチがＬ／１０８０である
液晶パネルと組み合わせても、第２の方向の画素ピッチがＬ／７６８である液晶パネルと
組み合わせてもモアレが視認されにくい状態を実現できることにある。すなわち、上記製
造方法では、一定の幅Ｌを有する液晶パネルであれば、種類（例えば、ＦＨＤやＷＸＧＡ
）の異なる２つの液晶パネルに対して併用しながら、モアレをより確実に低減可能な光拡
散板を製造できる。
【００２３】
　本発明に係る光拡散板の製造方法が備える上記製造工程は、押出成形により上記板状体
としての樹脂シートを作製するシート作製工程と、樹脂シートの一面に、設計工程で設計
されたピッチＰｌで配置される複数の光学源要素部と反対の型を転写型として有するロー
ルを押圧してその転写型を一面に転写する転写工程と、転写型が転写され複数の光学要素
部が一面に形成された樹脂シートの所定領域を切り出して光拡散板とする光拡散形成工程
と、を有する、ことができる。
【００２４】
　この方法では、樹脂シートを形成した後に、設計したピッチＰｌで配列される複数の光
学要素部に対応した転写型を有するロールを樹脂シートの一面に押圧することで、樹脂シ
ートの一面に、複数に光学要素部を形成する。そして、複数の光学要素部が形成された板
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状体としての樹脂シートの所定領域を切り出すことで、光拡散板を得ることになる。
【００２５】
　本発明に係る液晶表示装置の製造方法は、第１の方向に延在する複数の光学要素部が第
１の方向に直交する第２の方向に並列配置された面を有する光拡散板を設計する工程であ
って、複数の光学要素部の第２の方向に対するピッチＰｌ[μｍ]を設計する設計工程と、
設計工程に基づいて設計されたＰｌに基づいて、複数の光学要素部を、透過性を有してお
り光拡散板となる板状体の一面に形成して光拡散板を製造する製造工程と、製造工程で製
造された光拡散板を、液晶パネルと光源部との間に第１の方向が液晶パネルの長辺方向に
一致するように配置して液晶表示装置を組み立てる組立て工程と、を備える。上記液晶パ
ネルの第２の方向の画素数は１０８０又は７６８である。また、設計工程では、液晶パネ
ルの第２の方向の幅をＬ[μｍ]とし、液晶パネルが有する複数の画素の第２の方向の画素
ピッチをＬ／Ｎ[μｍ]（ただし、Ｎが１０８０又は７６８であり、Ｌ／Ｎ≠Ｐｌであり、
０．５（Ｌ／Ｎ）≠Ｐｌである）とし、複数の光学要素部及び複数の画素の第２の方向に
おける周期構造に基づくモアレのモアレピッチをＰｍ１[μｍ]及びＰｍ２[μｍ]とし、Ｐ

ｍ１及びＰｍ２をそれぞれ式（７）及び式（８）で表したとき、上記Ｐｌを、Ｎが１０８
０及び７６８のいずれの値に対しても、Ｐｍ１がＰｍ１＜１５００μｍ又はＰｍ１≧１０
０００μｍであり、かつ、Ｐｍ２がＰｍ２＜１５００μｍ又はＰｍ２≧１００００μｍで
ある、ことを満たす値として決定する。
【数７】

【数８】

【００２６】
　上記製造方法では、式（７）及び式（８）を利用してピッチＰｌを設計した後、その設
計に基づいて、光拡散板を製造する。このように製造した光拡散板を液晶パネルと光源部
との間に上述したように配置することによって、液晶表示装置が組み立てられる。
【００２７】
　この液晶表示装置では、液晶パネルの第２の方向（長辺方向と直交する方向）の画素数
が１０８０又は７６８である。よって、液晶パネルの第２の方向（長辺方向と直交する方
向）の画素ピッチ（Ｌ／Ｎ）に基づくモアレピッチＰｍ１は、Ｎが１０８０及び７６８の
いずれに対しても１５００μｍ未満又は１００００μｍ以上となる。そのため、ピッチ（
Ｌ／Ｎ）とピッチＰｌの周期構造とで生じるモアレが視認しにくくなっている。
【００２８】
　また、上記液晶表示装置では、Ｐｌは、１／２（Ｌ／Ｎ）に基づくモアレピッチＰｍ２
も、Ｎが１０８０及び７６８のいずれに対しても１５００μｍ未満又は１００００μｍ以
上となる。そのため、第２の方向の画素ピッチ（Ｌ／Ｎ）の１／２を周期とするモアレも
視認しにくい。
【００２９】
　従って、第２の方向の幅Ｌを有する液晶パネルであれば、同じ光拡散板に対して、第２
の方向の画素数が１０８０の液晶パネル（例えばＦＨＤ液晶パネル）や第２の方向の画素
数が７６８の液晶パネル（例えばＷＸＧＡ液晶パネル）を組み合わせても、モアレをより
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確実に低減可能な構成の液晶表示装置を上記方法により製造することができる。この場合
、第２の方向の画素数が１０８０の液晶パネル（例えばＦＨＤ液晶パネル）や第２の方向
の画素素が７６８の液晶パネル（例えばＷＸＧＡ液晶パネル）に対して、光拡散板をそれ
ぞれ製造しなくてもよいため、製造コストの低減を図ることができる。
【００３０】
　本発明に係る液晶表示装置の上記組立て工程では、液晶パネルと光拡散板との間に、少
なくとも一枚の光学フィルムを含む光学フィルム部を更に配置し、光学フィルム部のヘイ
ズ値Ｈ（％）が、９５≦Ｈ≦９９．９を満たす、とすることができる。
【００３１】
　この場合、光学フィルム部によりモアレが更に隠蔽できるので、モアレの視認が更に抑
制された液晶表示装置を製造することができる。
【００３２】
　本発明に係る液晶表示装置の製造方法が備える上記製造工程は、押出成形により上記板
状体としての樹脂シートを作製するシート作製工程と、樹脂シートの一面に、設計工程で
設計されたピッチＰｌで配置される複数の光学要素部と反対の型を転写型として有するロ
ールを押圧してその転写型を一面に転写する転写工程と、転写型が転写され複数の光学要
素部が一面に形成された樹脂シートの所定領域を切り出して光拡散板とする光拡散形成工
程と、を有する、ことができる。
【００３３】
　この方法では、樹脂シートを形成した後に、設計したピッチＰｌで配列される複数の光
学要素部に対応した転写型を有するロールを樹脂シートの一面に押圧することで、樹脂シ
ートの一面に、複数に光学要素部を形成する。そして、複数の光学要素部が形成された板
状体としての樹脂シートの所定領域を切り出すことで、光拡散板を得ることになる。
【発明の効果】
【００３４】
　本発明によれば、モアレをより確実に抑制可能であり、種類の異なる液晶パネルに併用
可能な光拡散板、光拡散板を含む面光源装置、光拡散板を含む液晶表示装置、光拡散板の
製造方法及び液晶表示装置の製造方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明に係る液晶表示装置の一実施形態の構成を模式的に示す斜視図である。
【図２】図１に示した液晶表示装置のII-II線における断面構成の模式図である。
【図３】本発明に係る光拡散板の一実施形態の構成を模式的に示す斜視図である。
【図４】図３のＩＶ－ＩＶ線に沿った断面図である。
【図５】（ａ）は、図１に示した液晶表示装置の模式図である。（ｂ）は、光拡散板及び
液晶パネルの周期構造により生じるモアレの周期構造の模式図である。（ｃ）は液晶パネ
ルの透過率プロファイルの模式図である。（ｄ）は、光拡散板の透過率プロファイルの模
式図である。
【図６】３２インチのＦＨＤの液晶パネルをＶＡモードで駆動した際の画素イメージの一
例を示す図面である。
【図７】（ａ）は、ピッチＰｌの周期を有する周期構造体と、３２インチＦＨＤの液晶パ
ネルとを組み合わせた際に生じるモアレのピッチとピッチＰｌとの関係を示す図面である
。（ｂ）は、ピッチＰｌの周期を有する周期構造体と、４０インチＦＨＤの液晶パネルと
を組み合わせた際に生じるモアレのピッチとピッチＰｌとの関係を示す図面である。
【図８】光学フィルム部を含む場合の液晶表示装置の断面構成の模式図である。
【図９】本発明に係る光拡散板の製造方法の一実施形態を示すフローチャートである。
【図１０】（ａ）は光拡散板の製造装置の一例の模式図である。（ｂ）は（ａ）の領域α
の一部拡大図である。
【図１１】実施例及び比較例における実施条件及び評価結果を示す図表である。
【発明を実施するための形態】
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【００３６】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態について説明する。図面の説明においては同一
要素には同一符号を付し、重複する説明を省略する。また、図面の寸法比率は、説明のも
のと必ずしも一致していない。
【００３７】
　図１は、本発明に係る液晶表示装置の一実施形態の構成を模式的に示す斜視図である。
図２は、図１に示した液晶表示装置のＩＩ－ＩＩ線における断面構成の模式図である。
【００３８】
　液晶表示装置１は、いわゆる直下型の液晶ディスプレイである。液晶表示装置１は、平
面視形状が略矩形の液晶パネル１０と、液晶パネル１０に照明光を供給するバックライト
システム（面光源装置）２０とを備えている。以下の説明では、液晶表示装置１において
、液晶パネル１０側を前側とも称し、バックライトシステム２０側を後側又は背面側とも
称す。また、説明の便宜のため、バックライトシステム２０から液晶パネル１０側に向か
う方向（液晶パネル１０の厚さ方向）をｚ方向と称す。また、液晶パネル１０の平面視形
状（ｚ方向からみた形状）において長辺方向（第１の方向）をｙ方向とし、長辺方向に直
交する短辺方向（第２の方向）をｘ方向と称す。
【００３９】
　液晶パネル１０は、複数の画素１１（図２参照）を含む液晶セル１２と、液晶セル１２
の厚さ方向において液晶セル１２を両側から挟む一対の偏光板１３，１４とを有する。液
晶パネル１０は、ＦＨＤ（Full High Definition)液晶パネル又はＷＸＧＡ（Wide eXtend
edGraphics Array)液晶パネルである。通常、ＦＨＤ液晶パネルの画素数は、短辺方向に
対して１０８０画素であり、長辺方向に対して１９２０画素である。また、通常ＷＸＧＡ
液晶パネルの画素数は、短辺方向（ｘ方向）に対して７６８画素であり、長辺方向に対し
て１２８０画素である。
【００４０】
　液晶セル１２としては、例えば、アクティブ・マトリクス駆動によるＴＦＴ型液晶セル
などの公知の液晶セルと用いることができる。液晶パネル１０の駆動方式としては、ＶＡ
方式、ＩＰＳ方式、及びＴＮ方式など、公知の方式を利用することが可能である。図１及
び図２に示した構成では、偏光板１３がバックライトシステム２０側に位置するため、偏
光板１３の表面１３ａが液晶パネル１０への照明光の入射面になる。
【００４１】
　バックライトシステム２０は、前面側が開放された樹脂製のランプボックス３０と、ラ
ンプボックス３０内に設けられた光源部としての複数の光源４０と、ランプボックス３０
上に設けられておりランプボックス３０の開口部を塞ぐ光拡散板５０とを備えている。こ
こでは、複数の光源４０を光源部として説明したが、ランプボックス３０も光源部の一部
とすることもできる。
【００４２】
　ランプボックス３０は、板状の底壁部３１の周縁部に、四角枠状の側壁部３２が一体的
に立設されて構成されており、薄型箱状を呈している。ランプボックス３０内に設けられ
る複数の光源４０の例は、図１に示すように、線状光源である。本実施形態では、特に断
らない限り、光源４０は線状光源として説明する。光源４０として使用される線状光源の
例は、蛍光管(冷陰極管）、ハロゲンランプ、タングステンランプといった円筒状ランプ
である。このような線状光源の直径の例は約２ｍｍ～４ｍｍである。ここでは、光源４０
は線状光源として説明するが、光源４０は線状光源に限らず、点状光源でもよい。点状光
源の例は発光ダイオード（ＬＥＤ）である。この場合も、図２に示したように直下型とし
て使用できる。
【００４３】
　次に、バックライトシステム２０が有する光拡散板５０の構成について説明する。図３
は、本発明に係る光拡散板の一実施形態の構成を模式的に示す斜視図である。図４は、図
３のＩＶ－ＩＶ線に沿った断面構成の模式図である。説明の便宜のため、図１に示したｘ



(13) JP 2012-108497 A 2012.6.7

10

20

30

40

50

方向、ｙ方向及びｚ方向を用いて、図１のように光拡散板５０が配置された状態に基づい
て光拡散板５０の構成について説明する。
【００４４】
　光拡散板５０は、平面視形状が略四角形の光透過性を有する板状体である。光拡散板５
０は、図３及び図４に示すように、基材層５１と背面層５２とが、背面側から背面層５２
及び基材層５１の順に厚さ方向に積層された２層光拡散板である。
【００４５】
　基材層５１の厚さｔ１と背面層５２の厚さｔ２とを足し合わせた光拡散板５０の総厚さ
Ｔの例は０．１ｍｍ～１０ｍｍである。また、基材層５１の厚さｔ１の例は０．０５ｍｍ
～９ｍｍであり、背面層５２の厚さｔ２の例は０．０３ｍｍ～１ｍｍである。光拡散板５
０の原料としては、特に限定されず、公知の透光性樹脂を用いることができる。
【００４６】
　透光性樹脂の屈折率の例は１．４６～１．６２であり、透光性樹脂の例は、アクリル系
樹脂、スチレン系樹脂、ポリカーボネート、ポリエチレン、ポリプロピレン、環状ポリオ
レフィン、環状オレフィン共重合体、ポリエチレンテレフタレート、ＭＳ樹脂（メタクリ
ル酸メチル－スチレン共重合体樹脂）、ポリスチレン樹脂、ＡＳ樹脂（アクリロニトリル
－スチレン共重合体樹脂）などである。
【００４７】
　基材層５１の原料としての樹脂Ａと、背面層５２の原料としての樹脂Ｂとは、同じであ
ってもよいし、異なっていてもよい。また、樹脂Ａ及び樹脂Ｂの各々は、上記例示した透
光性樹脂を単独で使用したものでもよいし、２種以上を組み合わせたものでもよい。樹脂
Ａと樹脂Ｂとの組み合わせとしては、好ましくは、同種の透光性材料が挙げられる。更に
、好ましくは、樹脂Ａ，Ｂのいずれにもスチレン系樹脂が含有される。さらには、樹脂Ａ
及び樹脂Ｂのいずれもスチレン系樹脂のみから構成されていることが好ましい。
【００４８】
　光拡散板５０は、光拡散粒子といった光拡散剤を含んでいてもよい。光拡散剤としては
、光拡散板５０を構成する透光性樹脂と屈折率が異なり、光拡散板５０を透過する光を拡
散可能な粒子であれば特に限定されない。無機系の光拡散剤の例は、炭酸カルシウム、硫
酸バリウム、酸化チタン、水酸化アルミニウム、シリカ、硝子、タルク、マイカ、ホワイ
トカーボン、酸化マグネシウム、酸化亜鉛などである。光拡散剤として、例示したものを
脂肪酸などで表面処理を施したものを使用することもできる。また、有機系の光拡散剤の
例は、スチレン系重合体粒子、アクリル系重合体粒子、シロキサン系重合体粒子などであ
る。有機系の光拡散剤としては、重量平均分子量が５０万～５００万の高分子重合体粒子
や、アセトンに溶解されたときのゲル分率が１０質量％以上である架橋重合体粒子がより
好ましい。
【００４９】
　光拡散板５０が光拡散剤を含有している場合、光拡散剤の配合割合は、透光性樹脂１０
０重量部に対して、光拡散剤が、０．０１～１重量部であり、０．００１～０．０１重量
部であることがより好ましい。光拡散剤は、光拡散板５０を主に構成する原料である透光
性樹脂と組み合わせてマスターバッチとして用いることができる。また、光拡散板５０の
主原料の透光性樹脂の屈折率と光拡散剤の屈折率との差の絶対値は、光拡散性の観点から
、０．０１～０．２０であり、０．０２～０．１５がより好ましい。
【００５０】
　光拡散板５０には、紫外線吸収剤、熱安定剤、酸化防止剤、耐候剤、光安定剤、蛍光増
白剤、加工安定剤などの添加剤を更に添加することもできる。
【００５１】
　紫外線吸収剤の例は、サリチル酸フェニルエステル系紫外線吸収剤、ベンゾフェノン系
紫外線吸収剤、トリアジン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤である。
紫外線吸収剤を添加する場合の紫外線吸収剤の添加量の例は、光拡散板５０の主原料であ
る透光性樹脂１００重量部に対して、紫外線吸収剤を０．１～３重量部である。この範囲
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であれば、紫外線吸収剤の表面へのブリードを抑制でき、光拡散板５０の外観を良好に維
持することができる。
【００５２】
　熱安定剤の例は、マンガン化合物、銅化合物などである。熱安定剤の添加方法の例は、
紫外線吸収剤と共に添加し、透光性樹脂中の紫外線吸収剤１重量部に対して、熱安定剤を
２重量部以下、より好ましくは、０．０１～１重量部の割合で添加することである。
【００５３】
　酸化防止剤の例は、ヒンダードフェノール化合物、ヒンダードアミン化合物である。酸
化防止剤の添加量の例は、透光性樹脂１００重量部に対して酸化防止剤が０．１から３重
量部である。
【００５４】
　光拡散板５０が有する背面層５２の基材層５１と反対側の面（第２の面）５０ａは、微
細な凹部または凸部（以下、凹凸部と称す）が面全体にわたってほぼ均一に分布されてお
り、面５０ａは、いわゆるマット面となっている。面５０ａに形成された複数の微細な凹
凸部は、例えばエンボス加工により形成することができる。面５０ａの表面形状は、面５
０ａの表面粗さで表すことができる。面５０ａの表面形状は、面５０ａの算術平均粗さＲ
ａ及び十点平均粗さＲｚを用いた表面粗さで表すことができる。面５０ａの算術平均粗さ
Ｒａの一例は、例えばＩＳＯ－１９９７に準拠して測定された値で、０．５μｍ～２５μ
ｍであり、好ましくは１μｍ～２０μｍである。また、面５０ａの十点平均粗さＲｚの例
は、例えばＩＳＯ－１９９７に準拠して測定された値で５μｍ～１１０μｍであり、好ま
しくは、１０μｍ～１００μｍである。そして、面５０ａは、Ｒａ及びＲｚとして例示し
た上記値を同時に満たす面とすることができる。
【００５５】
　基材層５１の背面層５２と反対側の面（第１の面）５０ｂには、複数の凸部５３が形成
されている。各凸部５３は、ｙ方向（第１の方向）に延在しており、複数の凸部５３は、
ｘ方向（延在方向に直交する方向、第２の方向）に配列されている。換言すれば、基材層
５１の表面には複数の凸部５３が多数筋状に形成されている。各凸部５３のｙ方向（延在
方向）に直交する断面形状の例は半円状であり、この場合、各凸部５３はシリンドリカル
レンズ形状を呈する。
【００５６】
　複数の凸部５３は、図４に示すように隣り合う凸部５３間に間隔ｄ[μｍ]を有すること
ができる。隣り合う凸部５３の中心同士の距離（以下、ピッチと称す）をＰｌ[μｍ]とす
ると、ピッチＰｌに対する凸部５３の高さｈａ[μｍ]の比率（ｈａ／Ｐｌ）の例は０．２
～０．８である。ここでは、隣接する凸部５３の間には一定の間隔ｄを有するとしたが、
ｄ＝０であってもよい。この場合、Ｐｌは凸部５３の幅に対応する。
【００５７】
　凸部５３のピッチＰｌは、光拡散板５０を液晶表示装置１（図１参照）に組み込んだ場
合に、モアレが視認されにくいように決定された値であると共に、同じサイズのＦＨＤ液
晶パネル及びＷＸＧＡ液晶パネルに対して光拡散板５０を併用可能なピッチＰｌとなって
いる。ピッチＰｌについて説明する。
【００５８】
　まず、モアレの発生について、図５（ａ）、　図５（ｂ）、図５（ｃ）及び図５（ｄ）
を利用して説明する。図５（ａ）は、図１に示した液晶表示装置１の模式図である。図５
（ａ）では、光拡散板５０の光源４０側の面５０ａを模式的に平坦面として示している。
図５（ｂ）は、光拡散板５０及び液晶パネル１０の周期構造により生じるモアレの周期構
造の模式図である。図５（ｃ）は液晶パネル１０の透過率プロファイルの模式図である。
図５（ｄ）は、光拡散板の透過率プロファイルの模式図である。
【００５９】
　複数の凸部５３はｘ方向にピッチＰｌで並列されているので、ｘ方向に周期Ｐｌの周期
構造を有する。この周期構造に基づく透過率プロファイルＳ１は、Ｓ１＝Ｅ１ｃｏｓ（２
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のである。
【００６０】
　また、液晶パネル１０は複数の画素１１を含み、複数の画素１１はｘ方向及びｙ方向に
規則的に配列されている。従って、液晶パネル１０は、ｘ方向及びｙ方向に一定の周期構
造を有する。液晶パネル１０のｘ方向（複数の凸部５３の配列方向、凸部５３の延在方向
に直交する方向）の画素１１のピッチをＰｐ[μｍ]（ただし、Ｐｐ≠Ｐｌ且つ０．５Ｐｐ

≠Ｐｌ）としたとき、液晶パネル１０におけるｘ方向の周期構造に基づく透過率プロファ
イルＳ２は、Ｓ２＝Ｅ２ｃｏｓ（２π（ｘ／Ｐｐ））で表される。式中の「Ｅ２」は透過
率プロファイルＳ２の振幅を示すものである。ピッチＰｐは、液晶パネル１０のｘ方向の
画面サイズをＬ（μｍ）、ｘ方向の画素数をＮ（Ｎは１以上の整数）としたとき、Ｐｐ（
μｍ）＝Ｌ／Ｎで表すことができる。
【００６１】
　液晶表示装置１では、ピッチＰｌの周期構造と、ピッチＰｐの周期構造とが上下方向に
重ねられている。従って、光拡散板５０及び液晶パネル１０を透過して得られる光の上記
周期構造に基づくコントラストＳは、Ｓ＝Ｓ１・Ｓ２で表される。ここで、Ｓ１・Ｓ２は
、式（９）のとおりである。
【数９】

【００６２】
　式（９）及び図５（ｂ）に示すようにコントラストＳは、高周波成分と低周波成分とを
含む。高周波成分は、周波数が高いため視認されず、低周波成分がいわゆるモアレとして
視認される。よって、式（９）に示されるように、ピッチＰｐの周期構造とピッチＰｌの
周期構造とに基づくモアレのピッチＰｍ１[μｍ]は、式（１０）で表される。
【数１０】

【００６３】
　本発明者らは、鋭意研究を重ねた結果、液晶パネル１０では、（１／２）画素ピッチ、
すなわち、０．５Ｐｐで透過率が変化する場合もあることを見いだした。図６に０．５Ｐ

ｐで透過率が変化している場合の一例を示す。図６は、３２インチのＦＨＤ（Full High 
Definition)の液晶パネル１０をＶＡモードで駆動した際の画素イメージを２００倍で示
したものである。図６中のｘ方向及びｙ方向は、図１～図３等のｘ方向及びｙ方向に対応
する。
【００６４】
　この０．５Ｐｐの周期は、広視野角化のため、一つの画素１１においてｘ方向の中央付
近で液晶分子の配向方向が異なっていることによるものと考えられる。図６は、ＶＡモー
ドの場合であるが、ＩＰＳモードの場合も同様である。ＩＰＳモードの場合は、櫛形電極
により、一つの画素１１におけるｘ方向の中央付近で液晶分子の配向方向が異なっている
ことに起因するものと考えられる。
【００６５】
　上記のように、液晶パネル１０が更に周期０．５Ｐｐの周期構造を含む場合、この周期
構造に伴うモアレのピッチＰｍ２[μｍ]は、式（１１）で表される。
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【００６６】
　図７（ａ）及び図７（ｂ）は、ピッチＰｌの周期を有する透明な周期構造体と、液晶パ
ネルとを組み合わせた際に生じるモアレのピッチと、ピッチＰ１との関係を示す図面であ
る。図７（ａ）及び図７（ｂ）には実測値を示している。実測値の取得は次のようにした
。３２インチＦＨＤ及び４０インチＦＨＤの液晶パネルを有する液晶表示装置（液晶テレ
ビ）において、光源部と液晶パネルとの間に上記周期構造体を配置し、白表示した状態で
、暗室にてモアレを観察し、モアレのピッチを計測した。図７（ａ）の場合には、３２イ
ンチの液晶パネルを使用し、図７（ｂ）の場合には、４０インチの液晶パネルを使用した
。
【００６７】
　図７（ａ）及び図７（ｂ）において、「□」は、上記周期構造体として、透光性樹脂で
実際に作製した光拡散板を採用した場合の結果である。一方、「○」は、上記周期構造体
として、シリコンで作製した光拡散板モデル（レプリカ）を採用した場合の結果である。
周期構造体の原料は上記のように異なるが、周期構造体の形状は、図３に示した光拡散板
と同様のものとした。また、図７（ａ）及び図７（ｂ）には、式（１０）で表されるＰｍ

１のＰｌに対する変化を実線で示し、式（１１）で表されるＰｍ２のＰｌに対する変化を
破線で示している。
【００６８】
　図７（ａ）及び図７（ｂ）に示すように、液晶パネル１０の大きさによらず式（１０）
及び式（１１）で示される曲線上に実測値がマッピングされている。すなわち、液晶パネ
ル１０のピッチＰｐの周期構造とピッチＰｌの周期構造とに基づくモアレとは別のモアレ
が生じていることがわかる。また、図７（ａ）及び図７（ｂ）より、式（１０）及び式（
１１）で算出されるＰｍ１及びＰｍ２は、ピッチＰｌの周期構造を有する光拡散板５０を
、液晶パネル１０に組み合わせた際に生じるモアレのピッチに対応することがわかる。
【００６９】
　次に、ピッチＰｌが満たす条件について説明する。説明の便宜のため、液晶パネル１０
がＦＨＤ液晶パネル及びＷＸＧＡ液晶パネルであることを区別して説明する必要のある場
合、液晶パネル１０をそれぞれＦＨＤ液晶パネル１０ｆ及びＷＸＧＡ液晶パネル１０ｗと
も称す。また、液晶パネル１０としてＦＨＤ液晶パネル１０ｆ及びＷＸＧＡ液晶パネル１
０ｗをそれぞれ搭載した液晶表示装置１を液晶表示装置１ｆ及び液晶表示装置１ｗとも称
す。
【００７０】
　ＦＨＤ液晶パネル１０ｆの短辺方向（ｘ方向）の画素数Ｎは１０８０であるので、ＦＨ
Ｄ液晶パネル１０ｆにおけるｘ方向の画素ピッチＰｐをＰｐｆとすると、Ｐｐｆ＝Ｌ／１
０８０と表すことができる。また、ＷＸＧＡ液晶パネル１０ｗの短辺方向（ｘ方向）の画
素数Ｎは７６８であるので、ＷＸＧＡ液晶パネル１０ｗにおけるｘ方向の画素ピッチＰｐ

をＰｐｗとすると、Ｐｐｗ＝Ｌ／７６８で表すことができる。
【００７１】
　Ｐｐｆを用いて式（１０）及び式（１１）を表した場合、すなわち、Ｐｐｆを式（１０
）及び式（１１）のＰｐに代入して得られるＰｍ１及びＰｍ２をＰｍｆ１及びＰｍｆ２と
称す。このＰｍｆ１及びＰｍｆ２は、式（１２ａ）及び式（１２ｂ）で示され、また、Ｐ

ｐｗを用いて式（１０）及び式（１１）を表した場合、すなわち、Ｐｐｗを式（１０）及
び式（１１）のＰｐに代入して得られるＰｍ１及びＰｍ２をＰｍｗ１及びＰｍｗ２と称す
。このＰｍｗ１及びＰｍｗ２は式（１３ａ）及び式（１３ｂ）で示される。
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【数１２】

【数１３】

【００７２】
　本実施形態において、上記凸部５３のピッチＰｌは次の４つの条件（１）～（４）をす
べて満たす値となっている。
・条件（１）：Ｐｍｆ１＜１５００μｍ又はＰｍｆ１≧１００００μｍ
・条件（２）：Ｐｍｆ２＜１５００μｍ又はＰｍｆ２≧１００００μｍ
・条件（３）：Ｐｍｗ１＜１５００μｍ又はＰｍｗ１≧１００００μｍ
・条件（４）Ｐｍｗ２＜１５００μｍ又はＰｍｗ２≧１００００μｍ
【００７３】
　Ｐｍｆ１及びＰｍｆ２は、ＦＤＨ液晶表示装置１ｆに光拡散板５０を搭載した場合に現
れ得るモアレのピッチである。一方、Ｐｍｗ１及びＰｍｗ２は、ＷＧＸＡ液晶表示装置１
ｗに光拡散板５０を搭載した場合に現れ得るモアレのピッチである。そして、ピッチＰｌ

は、上記条件（１）～条件（４）をすべて満たす値である。そのため、ピッチＰｌで凸部
５３が並列配置された光拡散板５０を使用すれば、液晶表示装置１の液晶パネル１０がＦ
ＨＤ液晶パネル１０ｆ及びＷＸＧＡ液晶パネル１０ｗのいずれであっても画素ピッチ及び
１／２画素ピッチに基づくモアレが視認されにくい。
【００７４】
　このようなピッチＰｌの例は、３０μｍ以上７００μｍ以下である。ピッチＰｌとして
は、例示した範囲のうち、５０μｍ以上５００μｍ以下が好ましく、１５０μｍ以上４０
０μｍ以下がより好ましい。
【００７５】
　モアレが視認されることを更に抑制する観点から、図８に示したように、光拡散板５０
と液晶パネル１０との間に光学フィルム部６０を備えることもできる。図８は、光学フィ
ルム部を含む場合の液晶表示装置１の断面構成の模式図である。図８では、光学フィルム
部６０は３枚の光学フィルム６１を有する場合を例示している。光学フィルム部６０を構
成する光学フィルム６１の種類及び枚数は、光学フィルム部６０のヘイズ値Ｈ（％）が、
９５≦Ｈ≦９９．９を満たすように選択されていればよい。ヘイズ値Ｈは、光学フィルム
部６０を構成する全光学フィルム６１のトータルヘイズである。ヘイズ値Ｈは、ＪＩＳ－
Ｋ７１３６（ＩＳＯ　１４７８２）に準拠して測定した値である。
【００７６】
　光学フィルム６１の例は、拡散フィルム、プリズムフィルム、反射型偏光分離フィルム
、位相差フィルム及び偏光フィルム等である。光学フィルム部６０は、同じ種類の光学フ
ィルムを一枚以上重ね合わせたものでもよいし、複数の異なる種類の光学フィルムを一枚
以上重ね合わせたものでもよい。ここで、光学フィルム６１の例として挙げた各フィルム
について説明する。
【００７７】
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　拡散フィルムは、入射した光を拡散照射するためのものである。拡散フィルムの一例は
、透明樹脂フィルムの一方の面にビーズをバインダーで固定したものである。具体的には
、株式会社ツジデン社製「Ｄ１２１Ｕシリーズ」や、株式会社きもと社製「ライトアップ
ＴＭ」などである。
【００７８】
　プリズムフィルムの例は、液晶パネル１０に配置される側の面に、複数の集光性レンズ
が形成されたものである。各集光性レンズは一方向に延在しており、複数の集光性レンズ
は、集光性レンズの延在方向に直交する方向に並列配置されている。微細な集光性レンズ
の例は、外側に凸である凸レンズ及びレンチキュラーレンズ等であり、断面が三角形状の
プリズムレンズでもよい。
【００７９】
　反射型偏光分離フィルムは、所定の偏光光を透過させ、その所定の偏光光と逆の性質を
有する偏光光を反射するものである。反射型偏光分離フィルムの例は、特定振動方向の直
線偏光光を透過させ、その特定振動方向と直交する振動方向の直線偏光光を反射する反射
型直線偏光分離フィルム、所定の回転方向の円偏光を透過させ、所定の回転方向と逆方向
に回転する円偏光を反射する反射型円偏光分離フィルムなどが挙げられる。反射型直線偏
光分離フィルムの例は、住友スリーエム株式会社製「ＤＢＥＦ(Dual Brightness Enhance
ment Film)」、日東電工株式会社製「ＮＩＰＯＸ」である。
【００８０】
　位相差フィルムは、樹脂フィルムの延伸によって位相差（レターデーション）を持たせ
たものである。位相差フィルムの例は、ポリカーボネート系樹脂フィルム、ポリサルフォ
ン系樹脂フィルム、ポリエーテルサルフォン系樹脂フィルム、ポリアリレート系樹脂フィ
ルム、ノルボルネン系樹脂フィルムである。具体的には、株式会社カネカ製「エルメック
」や、住友化学株式会社製「スミカライト」である。
【００８１】
　偏光フィルムは、一定方向に振動する光を透過させるフィルムである。偏光フィルムの
具体例は、日東電工株式会社製「ＮＰＦ］や、住友化学株式会社製「スミカラン」である
。
【００８２】
　[液晶表示装置の製造方法]
　次に、本実施形態における液晶表示装置の製造方法の一例について説明する。液晶表示
装置１は、図９に示すように、光拡散板を設計する設計工程Ｓ１０と、設計工程Ｓ１０に
おける設計に基づいて光拡散板５０を製造する製造工程Ｓ２０と、製造した光拡散板５０
と液晶パネル１０と光源４０等と組み合わせて液晶表示装置１を組み立てる組立て工程Ｓ
３０とを備える。図９は、液晶表示装置の製造方法を示すフローチャートである。まず、
光制御板の製造方法を構成する設計工程Ｓ１０及び製造工程Ｓ２０について順に説明する
。
【００８３】
　＜設計工程＞
　設計工程Ｓ１０では、使用する液晶パネル１０の画面サイズＬに基づいて、前述した条
件（１）～（４）をすべて満たすように凸部５３のピッチＰｌを決定する。これにより、
光拡散板５０に付形すべき複数の凸部５３からなる凹凸パターンを決定する。ここでは、
各凸部５３の断面形状は、設計済み（例えば、半円状）であるとするが、この設計工程Ｓ
１０において、凸部５３の断面形状を設計してもよい。
【００８４】
　＜製造工程＞
　製造工程Ｓ２０では、図１０（ａ）に示した光拡散板の製造装置８０を利用して、樹脂
シート７０を製造すると共に、その樹脂シート７０の一面７０ａに、設計した凸部５３を
付形する。図１０に示した光拡散板５０の製造装置８０について説明する。
【００８５】
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　製造装置８０は、原料である樹脂をシート状に押し出して成形するシート成形機９０と
、押し出された樹脂シート７０を押圧により更に成形する一組の押圧ロール群１００と、
樹脂シート７０を引き取るための引取用ロール群１１０とを備えている。
【００８６】
　シート成形機９０は、基材層５１の原料である樹脂Ａを加熱溶融するための第１押出機
９１と、背面層５２の原料である樹脂Ｂを加熱溶融するための第２押出機９２と、第１押
出機９１と第２押出機９２で溶融された樹脂が供給されるフィードブロック９３と、フィ
ードブロック９３内の樹脂をシート状態で押し出すためのダイ９４とを備える。第１及び
第２押出機９１，９２には、押出機のシリンダ内に樹脂を投入するためのホッパ９５，９
６が取り付けられている。
【００８７】
　押圧ロール群１００は、３つの押圧ロール１０１，１０２，１０３を有する。３つの押
圧ロール１０１～１０３はそれぞれ円柱状の金属製ロールである。各押圧ロール１０１～
１０３の回転軸線は互いに平行である。図１０（ａ）に示した実施形態では、３つの押圧
ロール１０１～１０３は、鉛直方向に連続して配置されており回転軸線は水平である。こ
こでは、図１０（ａ）に示した実施形態に基づいて説明するが、３つの押圧ロール１０１
～１０３の配置関係は、図１０（ａ）に示した形態に限定されない。例えば、押圧ロール
１０１～１０３は、水平方向に連続されていてもよい。３つの押圧ロール１０１～１０３
の回転軸にはそれぞれモータ（不図示）といった駆動手段に接続されている。
【００８８】
　押圧ロール１０１の周面１０１ａは平滑面である。一方、押圧ロール１０１と押圧ロー
ル１０３との間に位置する中間ロールとしての押圧ロール１０２の周面１０２ａには、図
３に示した微細な凹凸部を含む面５０ａを形成するためのマット転写型１０４が設けられ
ている。マット転写型１０４の表面は、面５０ａに形成すべき凹凸パターンとは反対の凹
凸パターンからなるエンボス形状が全体にわたってほぼ均一に分布したマット面である。
このマット面の算術平均粗Ｒａの例は、ＩＳＯ－１９９７に準拠して測定された値で、６
μｍ～３０μｍであり、十点平均粗さＲｚの例は、ＩＳＯ－１９９７に準拠して測定され
た値で、４５μｍ～１５０μｍである。図１０（ａ）において、押圧ロール１０２の下側
に位置する下ロールとしての押圧ロール１０３の周面１０３ａには、凸部５３を形成する
ための凹版転写型１０５が設けられている。凹版転写型１０５には、凸部５３と反対型の
凹溝が押圧ロール１０３の周方向に沿って多数筋状に形成されている。すなわち、凹溝は
、その長手方向（周方向）に直交する切断面が略半円弧状の輪郭を有しており、隣り合う
凹溝の中心間の距離（ピッチ）は、設計工程Ｓ１０で設計したピッチＰｌに対応する。
【００８９】
　なお、マット転写型１０４が押圧ロール１０３に設けられていてもよく、凹版転写型１
０５が中間の押圧ロール１０２に設けられていてもよい。また、押圧ロール１０２の周面
１０２ａは平滑面でもよい。この場合、光拡散板５０の背面側の面５０ａは平滑面となる
。
【００９０】
　上記マット転写型１０４及び凹版転写型１０５の原料としては、有機材料を採用するこ
とができる。マット転写型１０４及び凹版転写型１０５の原料としての有機材料は、加熱
溶融状態でダイ９４から押し出された直後の樹脂シート７０に繰り返し押し当てても、転
写型の形状を維持可能な耐熱性を有するものであればよい。有機材料の例は、熱硬化性樹
脂や、熱可塑性樹脂などである。
【００９１】
　押圧ロール群１００は、駆動手段により、押圧ロール１０１及び押圧ロール１０３を反
時計周りに回転させ、押圧ロール１０２を時計回りに回転させることでシート成形機９０
から押し出された樹脂シート７０の両面に加工を施しながら樹脂シート７０を成形できる
。
【００９２】
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　引取用ロール群１１０は、一対の引取用ロール１１１，１１２を有する。引取用ロール
１１１,１１２は、樹脂シート７０の厚さ方向両側から樹脂シート７０を挟み込む。引取
用ロール１１１，１１２の各々は、円柱状の金属製ロールである。一対の引取用ロール１
１１，１１２は、図１０（ａ）に示すように、樹脂シート７０を、押圧ロール１０３から
の送出直後の高さを維持したまま水平搬送できるように設置されている。
【００９３】
　次に、光拡散板５０の製造装置８０を用いた光拡散板５０の製造工程Ｓ２０について、
図９及び図１０（ａ）を利用して説明する。製造工程Ｓ２０は、図９に示すように、シー
ト作製工程Ｓ２１、転写工程Ｓ２２及び光拡散板形成工程Ｓ２３を含む。
【００９４】
　（１）シート作製工程Ｓ２１
　第１押出機９１のホッパ９５に基材層５１の原料である樹脂Ａを投入する。第１押出機
９１は樹脂Ａを溶融混練した後、溶融混練した樹脂Ａをフィードブロック９３に供給する
。第２押出機９２のホッパ９６に背面層５２の原料である樹脂Ｂを投入する。第２押出機
９２は、樹脂Ｂを溶融混練した後、溶融混練した樹脂Ｂをフィードブロック９３に供給す
る。第１押出機９１及び第２押出機９２のシリンダ温度の例は約１９０°～２５０°であ
る。次いで、ダイ９４が、フィードブロック９３内の樹脂を共押出しする。これにより、
ダイ９４から図１０（ｂ）に示すように、２層の樹脂シート７０が押し出される。図１０
（ｂ）は図１０（ａ）の領域αの一部拡大図である。図１０（ａ）に示した実施形態では
、押し出された樹脂シート７０のうち下側の層７１が背面層５２となるべき層で、上側の
層７２が基材層５１となる層である。
【００９５】
　（２）転写工程Ｓ２２
　ダイ９４から押し出された樹脂シート７０は、押圧ロール１０１と押圧ロール１０２と
で挟み込まれて押圧され、押圧ロール１０２の回転に応じて搬送される。この際、樹脂シ
ート７０は冷却される。押圧ロール１０２にはマット転写型１０４が設けられているので
、押圧ロール１０１と押圧ロール１０２とが樹脂シート７０を押圧する際、樹脂シート７
０の面７０ｂにマット転写型１０４の形状が転写されて微細な凹凸部が多数形成されるこ
とになる。押圧ロール１０１及び押圧ロール１０２の表面温度は、樹脂シート７０の押出
温度より低いことが好ましく、押圧ロール１０１及び押圧ロール１０２の表面温度の例は
約５０℃～１２０℃である。
【００９６】
　押圧ロール１０１及び押圧ロール１０２によって押圧され搬送された後、樹脂シート７
０は、押圧ロール１０２と押圧ロール１０３とで挟み込まれて押圧される。これにより、
凹版転写型１０５の表面形状が樹脂シート７０の面７０ａに転写される。その結果、樹脂
シート７０の流れ方向（送出方向）に平行な凸部が面７０ａに多数筋状に形成される。押
圧ロール１０３の表面温度の例は約５０℃～１２０℃である。
【００９７】
　樹脂シート７０は、上記のように押圧ロール１０２及び押圧ロール１０３により挟み込
まれて押圧された後、押圧ロール１０３の周面に密着した状態で搬送され、押圧ロール１
０３の下端から水平方向に送出される。
【００９８】
　（３）光拡散板形成工程Ｓ２３
　一対の引取用ロール１１１，１１２により樹脂シート７０が引き取られて、上下両面に
所定の形状が付形された樹脂シート７０が製造される。樹脂シート７０を更に冷却した後
、所望の大きさ（所定領域）で切り出すことによって、光拡散板５０を得る。なお、通常
、光拡散板５０の切り出しサイズは、搭載時に４辺を樹脂、若しくは金属のフレームにて
押さえて組み立てられるため、搭載される液晶表示装置１の画面サイズよりひと回り大き
い。
【００９９】
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　上記製造方法で、図３及び図４に例示した光拡散板５０を製造することができる。次に
、このように製造した光拡散板５０を利用して液晶表示装置１を組み立てる組立て工程Ｓ
３０について説明する。
【０１００】
　（組立て工程）
　組立て工程Ｓ３０では、図１に示したように、複数の光源４０を内側に有するランプボ
ックス３０上に、光拡散板５０及び液晶パネル１０をこの順に配置して、液晶表示装置１
を組み立てる。光拡散板５０は、ランプボックス３０の開口部を塞ぐようにランプボック
ス３０上に設ける。光拡散板５０と液晶パネル１０とは、凸部５３の配列方向（ｘ方向）
と、液晶パネル１０の短辺方向とが一致するように配置する。また、光源４０が、線状光
源である場合には、光源（線状光源）４０の延在方向と、凸部５３の延在方向とが略一致
（図１では、いずれもｙ方向）するようにそれらを配置する。更に、光学フィルム部６０
を設ける場合には、光拡散板５０と液晶パネル１０との間に、光学フィルム部６０を配置
する。
【０１０１】
　バックライトシステム２０の光源４０を点灯すると、光源４０から出力された光は、直
接に又はランプボックス３０の底壁部３１の表面で反射して、光拡散板５０に入射する。
光拡散板５０の液晶パネル１０側の面５０ｂには複数の凸部５３が筋状に形成されている
ので、透光性の光拡散板５０から光が出射される際、光は出射位置に応じて種々の方向に
出射される。これにより、光源４０からの光が拡散され、面状の光として出射される。そ
して、この面状の光で液晶パネル１０を照射するので、液晶パネル１０を駆動して画像を
表示可能となっている。
【０１０２】
　本実施形態では、凸部５３のピッチＰｌは、式（１２ａ）、式（１２ｂ）、式（１３ａ
）及び式（１３ｂ）で示されるモアレピッチが条件（１）～条件（４）を満たす値である
。ここで、条件（１）及び条件（２）は、液晶パネル１０がＦＨＤ液晶パネル１０ｆの場
合にモアレが視認されにくい条件である。一方、条件（３）及び条件（４）は、液晶パネ
ル１０がＷＸＧＡ液晶パネル１０ｗの場合にモアレが視認されにくい条件である。
【０１０３】
　具体的には、光拡散体５０をＦＨＤ液晶パネル１０ｆ又はＷＸＧＡ液晶パネル１０ｗと
組み合わせた場合、発生し得るモアレのピッチは、１５００μｍより小さくなるか又は１
００００μｍ（１０ｍｍ）以上となる。１５００μｍ未満であればピッチが細かくなって
モアレは視認しくい。一方、モアレのピッチが１０ｍｍ以上の場合も、コントラストが逆
に下がる傾向にあり、モアレは視認されにくい。
【０１０４】
　従って、液晶パネル１０がＦＨＤ液晶パネル１０ｆ及びＷＸＧＡ液晶パネル１０ｗのい
ずれに光拡散板５０を使用しても、モアレを抑制可能である。すなわち、同じ光拡散板５
０をＦＨＤ液晶パネル１０ｆ及びＷＸＧＡ液晶パネル１０ｗに対して併用することができ
る。その結果、ＦＨＤ液晶パネル１０ｆ及びＷＸＧＡ液晶パネル１０ｗに対して利用可能
な光拡散板を同じ製造装置８０（製造ライン）で製造できることになる。この場合、押圧
ロール１０３をＦＨＤ液晶パネル１０ｆ及びＷＸＧＡ液晶パネル１０ｗに応じて準備した
り交換したりする必要がないので、ＦＨＤ液晶パネル１０ｆ及びＷＸＧＡ液晶パネル１０
ｗをそれぞれ搭載する液晶表示装置１の製造コストを低減できる。また、ＦＨＤ液晶パネ
ル１０ｆ及びＷＸＧＡ液晶パネル１０ｗの各々に対して光拡散板５０を設計し、製造する
場合に比べて、液晶表示装置１の製造時間を短縮できる。
【０１０５】
　本実施形態では、式（１２ｂ）及び式（１３ｂ）で示されるモアレピッチがそれぞれ条
件（２）及び条件（４）を満すようにピッチＰｌが決定されている。従って、液晶パネル
１０がＦＨＤ液晶パネル１０ｆ又はＷＸＧＡ液晶パネル１０ｗの場合において、ｘ方向の
画素ピッチに伴うモアレだけではなく、液晶パネル１０（ＦＨＤ液晶パネル１０ｆ又はＷ
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ＸＧＡ液晶パネル１０ｗ）の液晶分子の配向方向分割による透過率変化に起因した１／２
画素ピッチによるモアレの視認も抑制できる。
【０１０６】
　更に、図７（ａ）及び図７（ｂ）に示したように、式（１０）及び式（１１）は、実際
に生じるモアレのピッチに対応している。そして、式（１２ａ）及び式（１３ａ）は式（
１０）に対応しており、式（１２ｂ）及び式（１３ｂ）は式（１１）に対応する。そのた
め、式（１２ａ）、式（１２ｂ）、式（１３ａ）及び式（１３ｂ）で示されるモアレピッ
チに基づいて、Ｐｌを決定することで、より確実にモアレが認識されにくくなる。
【０１０７】
　また、図８に例示したように、光拡散板５０と液晶パネル１０との間に、ヘイズ値Ｈ（
％）が、
　９５≦Ｈ≦９９．９
を満たす光学フィルム部６０を設けた場合には、モアレを更に隠蔽できる。このように光
学フィルム部６０を設ける場合には、例えば、液晶パネル１０と観察位置との距離に依存
せずに（例えば、液晶パネル１０に近づいたとしても）モアレが視認されにくくなってい
る。これは、例えば、条件（１）～条件（４）において、Ｐｍｆ１，Ｐｍｆ２、Ｐｍｗ１
及びＰｍｗ２の何れかが１００００μｍ以上であるという条件を満たす場合に有効である
。モアレピッチが１００００μｍ以上である場合、ピッチが長いことでコントラストが低
下、その結果、見かけ上モアレは抑制されてはいる。そのため、光学フィルム部６０を設
けることで、よりモアレを隠蔽することでより確実にモアレが視認されにくくなるからで
ある。
【０１０８】
　また、モアレを更に視認されにくい状態にするために、Ｐｍｆ１，Ｐｍｆ２，Ｐｍｗ１
及びＰｍｗ２がそれぞれ１０００μｍ以下となるように、Ｐｌを設計することが好ましい
。この場合、前述した光学フィルム部６０を設けなくても、或いは、光学フィルム部６０
のヘイズ値Ｈ（％）が上記条件を満たさなくても、生じるモアレのピッチが１０００μｍ
以下となるので、モアレが見えにくくなる。
【実施例】
【０１０９】
　次に実施例及び比較例に基づいて光拡散板の作用効果について説明する。以下では、説
明の便宜のため、上記実施形態と対応する要素には同じ符号を付すものとする。図１１は
、実施例及び比較例の実施条件及び評価結果を示す図表である。
【０１１０】
　（実施例）
　実施例の実施のために、液晶パネル１０として３２インチＦＨＤ液晶パネル及び３２イ
ンチＷＸＧＡ液晶パネルを準備した。実施例では、３２インチのＦＨＤ及びＷＸＧＡ液晶
パネルに対するＰｐｆ及びＰｐｗに基づいて、条件（１）～条件（４）を満たすようにピ
ッチＰｌを決定した。決定したピッチＰｌは、図１１に示すように２５０μｍであった。
【０１１１】
　この設計値に基づいて光拡散板５０を製造した。実施例における光拡散板５０の製造に
ついて説明する。
【０１１２】
　＜光拡散板の製造＞
　樹脂シート７０の原料として、以下の（１）及び（２）の原料を準備した。
（１）透光性樹脂Ａ
　スチレン樹脂（東洋スチレン株式会社製「ＨＲＭ４０」　屈折率１．５９）
（２）透光性樹脂Ｂ
　スチレン樹脂（東洋スチレン株式会社製「ＨＲＭ４０」　屈折率１．５９）
　そして、図１０（ａ）に示した製造装置８０を用いて実施例１で使用する光拡散板５０
を製造した。製造装置８０の押圧ロール群１００を構成する押圧ロール１０１～１０３に
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は次のものを使用した。
・押圧ロール１０１には、周面１０１ａが鏡面加工された直径４５０ｍｍである金属製ロ
ールを使用した。
・押圧ロール１０２には直径４５０ｍｍの金属製ロールを使用した。押圧ロール１０２の
周面１０２ａにはマット転写型１０４を設けた。
・押圧ロール１０３には直径４５０ｍｍの金属製ロールを使用した。押圧ロール１０３の
周面１０３ａには凹版転写型１０５を設けた。凹版転写型１０５に形成する凹溝のピッチ
は、２５０μｍとした。
【０１１３】
　図９及び図１０（ａ）を利用して説明した製造方法と同様にして実施例１で使用する光
拡散板５０を製造した。すなわち、樹脂Ａ及び樹脂Ｂをそれぞれシリンダ内の温度が１９
０℃～２５０℃の第１押出機９１及び第２押出機９２で溶融混練した後、２層分配型のフ
ィードブロック９３に供給した。第１押出機９１及び第２押出機９２にそれぞれ投入した
透光性樹脂Ａ及び透光性樹脂Ｂの量はいずれも１００重量部とした。
【０１１４】
　次いで、フィードブロック９３内の樹脂を、押出樹脂温度２５０℃でダイ９４から共押
出しして２層の樹脂シート７０とした。この際、第１押出機９１からフィードブロック９
３に供給された樹脂が基材層５１となり、第２押出機９２からフィードブロック９３に供
給された樹脂が背面層５２となるように調整した。その後、押圧ロール群１００を前述し
たように通過させた。これにより、幅１３００ｍｍ、総厚さＴが２．０ｍｍ（基材層５１
の厚さｔ１が１．９５ｍｍ、背面層５２の厚さｔ２が０．０５ｍｍ）であって、面７０ａ
に複数の凸部５３が形成され、面７０ｂに微細な凹凸が形成された樹脂シート７０を作製
した。この際、押圧ロール１０１の表面温度は６５℃、押圧ロール１０２の表面温度は７
７℃、押圧ロール１０３の表面温度は９８℃とした。樹脂シート７０の生産速度は、４．
７ｍ／分であった。このようにして製造した樹脂シート７０を３２インチの液晶表示装置
１に適合するように切り出して光拡散板５０を得た。
【０１１５】
　＜モアレ評価＞
　製造した光拡散板５０を、ＦＨＤ液晶パネルとしての液晶パネル１０と組み合わせて液
晶表示装置１を構成した。光源４０は線状光源とした。モアレ評価の際には、図８に示し
たように、３枚の光学フィルム６１から構成した光学フィルム部６０を搭載した。使用し
た光学フィルム６１はいずれも拡散フィルムである。具体的には、光拡散板５０側の光学
フィルム６１から順に株式会社ツジデン社製Ｄ１２１ＵＹ／Ｄ１２１ＵＹ／Ｄ１２１ＵＺ
を使用した。この３枚の拡散フィルムのトータルヘイズ、すなわち、光学フィルム部６０
のヘイズ値Ｈは、９９．２％であった。このヘイズ値Ｈの測定は、株式会社村上色彩技術
研究所製ＨＭ－１５０を用いて、ＪＩＳ－Ｋ７１３６（ＩＳＯ　１４７８２）に準拠して
行った。
【０１１６】
　上記のように構成した液晶表示装置１を、白表示にして暗室でモアレの有無を正面及び
斜め方向から目視で確認した。液晶パネル１０の駆動方法は、いずれもＩＰＳモードとし
た。
【０１１７】
　また、液晶パネル１０を３２ＷＸＧＡ液晶パネルに換えた点以外は、ＦＨＤ液晶パネル
と同じ条件でモアレの目視評価を行った。評価結果は、図１１に示すとおりである。図１
１中の「モアレ評価」ではモアレが視認されなければ「○」とし、モアレが視認された場
合には「×」とした。
【０１１８】
　（比較例）
　比較例では、ピッチＰｌを図１１に示すように３００μｍとした点以外は、実施例の場
合と同様にして光拡散板を製造し、液晶表示装置を組み立ててモアレの目視評価を行った
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。比較例で準備した光拡散板は、凹版転写型の凹溝のピッチを３００μｍにした点以外は
、実施例で光拡散板５０を製造した際に用いた装置と同様のもので同じように製造した。
比較例の評価結果も図１１に示す。
【０１１９】
　（評価結果の比較）
　図１１に示すように、実施例では、Ｐｐｆ、Ｐｐｗ及びＰｌに基づいて算出されるＰｍ

ｆ１，Ｐｍｆ２、Ｐｍｗ１及びＰｍｗ２がそれぞれ条件（１）～（４）を満たしている。
なお、図１１では、Ｐｍｆ１，Ｐｍｆ２，Ｐｍｗ１及びＰｍｗ２は下二桁を四捨五入した
数値を示している。一方、比較例では、条件（１）及び条件（４）が満たされていない。
そして、実施例では、一つの光拡散版５０を、ＦＨＤ液晶パネル及びＷＸＧＡ液晶パネル
に組み合わせてもモアレの視認を抑制できていることがわかる。
【０１２０】
　なお、実施例及び比較例では、前述したように、光学フィルム部６０を備えた場合を示
している。比較例では同様に光学フィルム部６０を設けてもモアレ視認されていことから
、実施例では、モアレが抑制されていることがわかる。
【０１２１】
　以上、本発明の実施形態及び実施例について説明したが、本発明は上記実施形態及び実
施例に限定されるものではなく、発明の趣旨を逸脱しない範囲で種々の変更が可能である
。
【０１２２】
　光拡散板５０が有する光学要素部の例を凸部５３として説明したが、光学要素部は凹部
とすることもできる。更に、凸部５３といった光学要素部は、液晶パネル１０側の面５０
ｂに形成されているとしたが、面５０ａに形成されていてもよく、また、面５０ａ及び面
５０ｂのいずれにも形成されていてもよい。また、光拡散板を２層構造の光拡散板として
説明したが、光拡散板は１層構造でもよく、更に３層以上の層構造を有することもできる
。更に、凸部５３の断面形状は半円形を例示したが、凸部５３は、光拡散板５０の拡散作
用を生じせしめる形状であれば特に限定されない。
【０１２３】
　また、光源４０は、線状光源を例示したが、発光ダイオードといった点状光源を使用す
ることもできる。また、光学フィルム部６０を使用する場合、光学フィルム部６０のヘイ
ズ値Ｈは、９５％以上９９．９％以下を例示した。しかしながら、光学フィルム部６０の
ヘイズ値Ｈは、９０％以上９９．９％以下であればよく、さらは、８０％以上９９．９％
以下であればよい。なお、下限値が高いほど、モアレの視認を抑制する観点からは好まし
い。
【０１２４】
　これまでの説明では、液晶パネル１０をＦＨＤ液晶パネル又はＷＸＧＡ液晶パネルとし
て説明した。しかしながら、液晶パネル１０は、その短辺方向の画素数が１０８０又は７
６８の液晶パネルであればよい。
【符号の説明】
【０１２５】
　１…液晶表示装置、１０…液晶パネル、１１…画素、１３ａ…表面（液晶パネルの入射
面）、２０…バックライトシステム（面光源装置）、３０…ランプボックス（光源部）、
４０…光源（光源部）、５０…光拡散板、５０ａ…面（第２の面）、５０ｂ…面（第１の
面）、５３…凸部（光学要素部）、６０…光学フィルム部、６１…光学フィルム、７０…
樹脂シート（板状体）、７０ａ…樹脂シートの一面、１０３…押圧ロール（ロール）。
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